
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の7第1項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2017年11月9日

【四半期会計期間】 第28期第2四半期(自　2017年7月1日　至　2017年9月30日)

【会社名】 そーせいグループ株式会社

【英訳名】 Sosei Group Corporation

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長CEO　ピーター・ベインズ

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町2丁目1番地

【電話番号】 03(5210)3290　(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役副社長CFO　アンドリュー・オークリー

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区麹町2丁目1番地

【電話番号】 03(5210)3290　(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役副社長CFO　アンドリュー・オークリー

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町2番1号)

 

EDINET提出書類

そーせいグループ株式会社(E00981)

四半期報告書

 1/28



第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期

第2四半期
連結累計期間

第28期
第2四半期

連結累計期間
第27期

会計期間
自2016年4月 1日
至2016年9月30日

自2017年4月 1日
至2017年9月30日

自2016年4月 1日
至2017年3月31日

売上収益
(百万円)

15,839 5,314 18,901

（第２四半期連結会計期間） (756) (2,529)  

税引前四半期(当期)利益又は

損失(△)
(百万円) 13,245 △534 12,483

親会社の所有者に帰属する四

半期(当期)利益又は損失(△) (百万円)
10,716 △498 9,797

（第２四半期連結会計期間） (△433) (△837)  

親会社の所有者に帰属する四

半期(当期)包括利益
(百万円) 3,931 1,831 5,279

親会社の所有者に帰属する持

分
(百万円) 27,322 31,090 28,841

総資産額 (百万円) 48,005 54,893 48,087

基本的1株当たり四半期(当

期)利益又は損失(△) (円)
634.86 △29.38 579.97

（第２四半期連結会計期間） (△25.65) (△49.37)  

希薄化後1株当たり四半期(当

期)利益又は損失(△)
(円) 631.75 △29.38 577.93

親会社所有者帰属持分比率 (％) 56.9 56.6 60.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) 12,557 △88 12,856

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △229 △5,077 △2,327

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △5,058 3,246 △6,310

現金及び現金同等物の四半期

末(期末)残高
(百万円) 15,680 12,413 13,899

(注) 1. 当社グループは要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

2．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

3．上記指標は、国際会計基準(IFRS)により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいており

ます。

 

2【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりです。

当社は、2017年5月2日に、英国バイオ医薬品企業MiNA Therapeutics Limitedの親会社であるMiNA (Holdings)

Limited(以下「MiNA社」)の発行済株式の25.6％を取得し、MiNA社は持分法適用会社となりました。関連する取引の

概要については、「第4　経理の状況　Ⅰ　要約四半期連結財務諸表注記　7.関連会社株式の取得」に記載しており

ます。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

2【経営上の重要な契約等】

当四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は、次のとおりです。

契約名 Share Purchase Agreement

契約当事者 そーせいグループ株式会社

契約相手方 Formosa Pharmaceuticals, Inc.

契約締結日 2017年8月8日

主な契約内容

当社子会社である株式会社アクティバスファーマ(アクティバス社)の全株式を、医薬品原薬

生産に強みを持つFormosa Laboratories, Inc.(台湾証券取引所：4746)の子会社 Formosa

Pharmaceuticals, Inc.へ譲渡する。全議決権株式1,957株式(議決権保有割合100％)を譲渡す

ることにより、3.5百万米ドルを受領。アクティバス社が開発中のパイプラインの進捗に応じ

たマイルストン、開発品が商業化された場合はロイヤリティを受領する可能性あり。

 

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

当第2四半期連結累計期間の経営成績及び分析は以下のとおりです。

(1)業績の状況

連結経営成績

(単位：百万円)

 
前第2四半期

連結累計期間

当第2四半期

連結累計期間
前年同期比

売上収益 15,839 5,314 △10,525

売上総利益 15,839 5,314 △10,525

営業利益 12,223 1,444 △10,779

四半期利益(△損失) 10,592 △498 △11,090

 

(売上収益、売上総利益)

当第2四半期連結累計期間の売上収益は、前第2四半期連結累計期間に比べ10,525百万円減少し、5,314百万円と

なりました。当社グループは第1四半期連結会計期間より単一セグメントとしておりますが、売上区分別の状況は

以下のとおりです。

(単位：百万円)
 

 
前第2四半期

連結累計期間

当第2四半期

連結累計期間
前年同期比

マイルストン収入及び契約一時金 14,498 3,726 △10,772

ロイヤリティ収入 1,176 1,276 100

その他 164 312 148

合計 15,839 5,314 △10,525

 

当第2四半期連結累計期間のマイルストンに関する収益は、前第2四半期連結累計期間と比べ10,772百万円減少

し、3,726百万円(74.3％減少)となりました。前第2四半期連結累計期間と比較したマイルストンの減少は、2016年

4月にAllergan Pharmaceuticals International Limited (以下「Allergan社」)へのパイプラインの導出により契

約一時期金125百万米ドルを受領したことが主たる要因です。当第2四半期連結累計期間におけるマイルストンに関

連する収益は、主に提携先であるAstraZeneca UK Limited(以下「AstraZeneca社」)、Teva Pharmaceutical

Industries Ltd(以下「Teva社」)、Allergan社からの開発マイルストンに起因します。

 

EDINET提出書類

そーせいグループ株式会社(E00981)

四半期報告書

 3/28



2017年4月にAZD4635がアデノシンによるT細胞の機能抑制を解除し、T細胞の抗腫瘍免疫性を高めることを明確に

示した前臨床試験が成功したことを契機に、12百万米ドルのマイルストンを受領しました。これにより、単剤で使

用した場合や抗PD-L1チェックポイント阻害剤と併用した場合に、AZD4635によりA2Aシグナル伝達を遮断すると、

腫瘍の増殖が低減することがわかりました。

AZ4635の第Ⅰ相臨床試験は順調に進捗しており、現在、AZ4635の単剤投与における最大耐用量(maximum

tolerated dose: MTD)を確立し、AstraZeneca社の免疫チェックポイント阻害剤であるIMFINZI™ (デュルバルマ

ブ:durvalumab)との併用療法における用量漸増試験を実施中です。複数のがん種における単剤並びにデュルバルマ

ブとの併用療法に関する第Ⅰ相後期拡張コホート試験は、2017年末までに開始予定です。

 

2017年5月にTeva社がHeptares社が開発した前臨床開発候補薬カルシトニン遺伝子関連ペプチド(CGRP)受容体拮

抗薬を片頭痛の治験薬として、前臨床試験を更に進めると選定したことに伴い、同社より5百万米ドルを受領しま

した。

 

2016年4月に締結したグローバルな開発・販売に係る契約の下、Allergan社はアルツハイマー病を含む主要な神

経性疾患治療に向けた新規ムスカリン受容体サブタイプ選択的作動薬化合物群(M1、M4、M1/ M4デュアル作動薬)の

幅広いポートフォリオに関するグローバルな独占的権利を有しており、2017年9月に、第Ⅰ相臨床試験にてファー

スト・イン・クラス候補のムスカリンM4受容体作動薬であるHTL16878を最初の被験者である健常人に投与し、第Ⅰ

相臨床試験を開始したことに伴い、15百万米ドルの開発マイルストンを受領しました。

 

当第2四半期連結累計期間のロイヤリティに関する収益は、前第2四半期連結累計期間と比べ100百万円増加し、

1,276百万円(8.4％増加)となりました。これは主に、導出先であるノバルティス社によるウルティブロⓇブリーズ

ヘラーⓇ及びシーブリⓇブリーズへラーⓇの売上に関連するものです。2016年12月に、ノバルティス社は大日本住

友製薬株式会社の完全子会社であるサノビオン・ファーマシューティカルズ・インク(以下「サノビオン社」)と米

国でのUtibron™ Neohaler®並びにSeebri™ Neohaler®の販売に関して提携していますが、ロイヤリティ率は米国を

除くノバルティス社の売上と、サノビオン社による米国での売上は同率です。2017年10月24日のノバルティス社の

発表によると、両剤の当第2四半期連結会計期間の売上は138百万米ドルとなりました。

 

ウルティブロⓇブリーズヘラーⓇ(当四半期の売上101百万米ドル、前年同期比3％増、以下「ウルティブロ」)

LAMA/LABAの配合剤であるウルティブロ(グリコピロニウム臭化物50μｇ/インダカテロールマレイン酸塩110μｇ)

は当四半期において、FLAME studyの良好な結果、並びにCOPD症状を有する大多数の患者さんに対し、増悪のリス

クの有無に関わらずLAMA/LABA配合剤を第一選択薬として推奨するGOLDガイドラインに後押しされ、進捗しまし

た。ウルティブロはファースト・イン・クラスのLAMA/LABAの配合剤として、日本、欧州を含む90ヵ国以上におい

て承認されています。ウルティブロは１日１回吸入のグリコピロニウム臭化物及びインダカテロールの固定用量配

合剤であり、欧州において成人のCOPDの諸症状を緩和するための維持療法を適応としています。米国ではUtibron™

Neohaler®の製品名で販売されています。

 

シーブリⓇブリーズへラーⓇ(グリコピロニウム臭化物50μｇ)(当四半期の売上37百万ドル、前年同期比2％増)

はLAMAの単剤であり、慢性閉塞性肺疾患(COPD)の諸症状を緩和するための維持療法として、100ヵ国以上において

承認されています。米国ではSeebri™ Neohaler®の製品名で発売されています。グリコピロニウム臭化物とその製

剤の独占的開発・販売権は、2005年4月に、当社及び共同開発パートナーであるVectura社からノバルティス社に導

出しています。

 

(営業損益)

当第2四半期連結累計期間の営業損益は、前第2四半期連結累計期間に比べ10,779百万円減少し、1,444百万円の

利益となりました。これは主に上記の売上収益、売上総利益の減少によるものです。

 

(四半期損益)

当第2四半期連結累計期間の四半期損益は、前第2四半期連結累計期間に比べ11,090百万円減少し、498百万円の

損失となりました。これは主に営業利益および金融収益が減少したこと等によるものです。
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(研究開発費、販売費及び一般管理費)

研究開発費、販売費及び一般管理費の内訳

(単位：百万円)

 
前第2四半期

連結累計期間

当第2四半期

連結累計期間
前年同期比

研究開発費 1,657 2,221 564

販売費及び一般管理費 2,069 2,078 9

(内訳)人件費 815 814 △1

　　　委託費 561 378 △183

　　　その他 692 886 194

 

当第2四半期連結累計期間の研究開発費は、前第2四半期連結累計期間に比べ564百万円増加し、2,221百万円とな

りました。詳細については、(4)研究開発活動に記載しております。また販売費及び一般管理費は、前第2四半期連

結累計期間に比べ9百万円増加し、2,078百万円となりました。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

(単位：百万円)

 
前第2四半期
連結累計期間

当第2四半期
連結累計期間

前年同期比

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,557 △88 △12,645

投資活動によるキャッシュ・フロー △229 △5,077 △4,848

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,058 3,246 8,304

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第2四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは88百万円の支出となりました。これは主に、

税引前四半期損失の計上、条件付対価に係る公正価値変動額及び営業債権の増加等によるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第2四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは5,077百万円の支出となりました。これは主

に、関連会社株式の取得による支出が3,973百万円、その他の金融資産の取得による支出が1,083百万円あったこと

等によるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第2四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは3,246百万円の収入となりました。これは主

に、4,890百万円の有利子負債の借入による収入があった一方、有利子負債の返済による支出が1,250百万円、条件

付対価の決済による支出が550百万円あったこと等によるものです。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。なお、

当社グループは財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は定めておりません。

 

(4)研究開発活動

当第2四半期連結累計期間においては、主にStaRⓇ技術を有するHeptares社のパイプラインの研究開発を行いま

した。その結果、研究開発費は2,221百万円(前年同期比564百万円増加)となりました。当期においては、研究開発

費全体の94.6％は英国における活動によるものです。この増加は、新薬候補により構成される自社独自のパイプラ

イン開発促進のための臨床開発並びにトランスレーショナル医療の拡大・拡張へ向けた取組み、そして本日公表い

たしました通り、日本国内におけるレビー小体型認知症を対象としたHTL18318の第Ⅱ相前期臨床試験におけるPOC

試験(プルーフ・オブ・コンセプト：Proof of Concept study)開始にむけた準備によるものです。なお第3四半期

連結会計期間以降も、研究開発費は大幅に増加する見込であり、主に、日本で実施予定のレビー型認知症を対象と

した第Ⅱ相前期臨床試験におけるPOC試験の開始や、当社独自のStaR技術によるGPCRをターゲットとした構造ベー

スドラッグデザインを活用した自社独自のパイプラインの開発促進によるものです。自社独自のパイプラインに関

して、2018年以降、当社は毎年平均して3品目の化合物の臨床入りを目指しています。

2018年3月期における研究開発費の現金支出額は、50百万米ドルから55百万米ドル(5,600百万円から6,200百万

円)になると予測しています。

 

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第2四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ6,806百万円増加し、54,893百万円と

なりました。

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,486百万円減少し、

12,413百万円となりました。なお流動資産の総資産に占める比率は28.7％、現金及び現金同等物の流動資産に占

める比率は78.7％となりました。

当第2四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ4,558百万円増加し、23,799百万円とな

りました。主な増加要因は、銀行借入により有利子負債が4,890百万円及び企業結合による条件付対価の見積り

670百万円が増加したことです。一方で、減少要因として有利子負債1,250百万円の返済が発生しております。

当第2四半期連結会計期間末における資本は、前連結会計年度末に比べ2,249百万円増加し、31,094百万円とな

りました。主な増加要因は、在外営業活動体の為替換算差額が増加したことです。また、親会社所有者帰属持分

比率は前連結会計年度末に比べ3.4ポイント減少し、56.6％となりました。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,344,000

計 37,344,000

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数(株)

(2017年9月30日)

提出日現在発行数(株)
(2017年11月9日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,979,984 16,979,984
東京証券取引所

(マザーズ)

単元株式数

100株

計 16,979,984 16,979,984 － －

(注)「提出日現在発行数」欄には、2017年11月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2017年7月1日～

2017年9月30日　(注)
54,600 16,979,984 120 26,133 120 14,250

(注)新株予約権の行使による増加です。
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(6)【大株主の状況】

  2017年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

五味　大輔 長野県松本市 1,050,000 6.18

ファイザー製薬株式会社 東京都渋谷区代々木3丁目22-7 471,284 2.78

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口)
東京都中央区晴海1丁目8-11 439,800 2.59

田村　眞一 英国ロンドン 284,100 1.67

TAIYO HANEI FUND, L.P.

(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ

銀行)

5300 CARILLON POINT KIRK LAND, WA

98033, USA

東京都千代田区丸の内2丁目7-1(常任代

理人)

272,900 1.61

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)

(常任代理人　野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE, LONDON, EC 4R 3AB,

UNITED KINGDOM

東京都中央区日本橋1丁目9-1（常任代理

人）

231,200 1.36

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)
東京都港区浜松町2丁目11-3 213,700 1.26

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505019

(常任代理人 香港上海銀行東京支

店)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX

518 IFSC DUBLIN, IRELAND

東京都中央区日本橋3丁目11-1(常任代理

人)

201,300 1.19

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

東京都千代田区丸の内2丁目7-1(常任代

理人)

175,956 1.04

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

(常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB

U.K.

東京都港区六本木6丁目10-1(常任代理

人)

153,928 0.91

計 － 3,494,168 20.58

(注)　1.上記の所有株のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　　439,800株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　　　　213,700株
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2.2017年9月7日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ドイツ証券株式会社及びその共同保有者

2社が2017年8月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第2四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、その大量保有報告書の写しの内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等

保有割合(％)

ドイツ銀行　ロンドン支店　

(Deutsche Bank

Aktiengesellschaft, London)

WINCHESTER HOUSE, 1 GREAT

WINCHESTER STREET, LONDON EC2N

2DB, ENGLAND, UK

株式　966,720 5.70

ドイツ証券株式会社
東京都千代田区永田町2丁目11-1

山王パークタワー
株式　　　　0 0.00

ドイチェ　バンク　セキュリ

ティーズ　インク (Deutsche

Bank Securities Inc.)

60 WALL STREET, NEW YORK, NY

10005-2858, U.S.A.
株式　　　　0 0.00

合計 株式　966,720 5.70

 

3.2017年9月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、JPモルガン・アセット・

マネジメント株式会社及びその共同保有者5社が2017年9月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記

載されているものの、当社として当第2四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等

保有割合(％)

JPモルガン・アセット・マネジメ

ント株式会社

東京都千代田区丸の内2丁目7-3

東京ビルディング
株式　881,100 5.19

ジェー・エフ・アセット・マネジ

メント・リミテッド　(JF Asset

Management Limited)

香港、セントラル、コーノート・

ロード8、チャーター・ハウス21階
株式　130,600 0.77

JPモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内2丁目7-3

東京ビルディング
株式　 32,986 0.19

ジェー・ピー・モルガン・セキュ

リティーズ・ピーエルシー (J.P.

Morgan Securities plc)

英国、ロンドン E14 5JP　カナ

リー・ウォーフ、バンク・ストリー

ト25

株式　　9,400 0.06

ジェー・ピー・モルガン・セキュ

リティーズ・エルエルシー (J.P.

Morgan Securities LLC)

アメリカ合衆国　ニューヨーク州　

10179　ニューヨーク市　マディソ

ン・アベニュー383番地

株式　170,300 1.00

ジェー・エフ・インターナショナ

ル・マネジメント・インク (JF

International Management Inc.)

香港、セントラル、コーノート・

ロード8、チャーター・ハウス
株式 　29,200 0.17

合計 株式　1,253,586 7.39
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

2017年9月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,952,800 169,528 (注)1

単元未満株式 普通株式 27,184 － (注)2

発行済株式総数  16,979,984 － －

総株主の議決権 － 169,528 －

(注)1.　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。

2.　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2017年9月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

そーせいグループ株式会社
東京都千代田区

麹町2丁目1番地
－ － － －

計 － － － － －

(注)　当社名義で単元未満株式26株を所有しております。

 

2【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第34号」という。)に準拠して

作成しております。

 

2．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間(2017年7月1日から2017年9月30

日まで)及び第2四半期連結累計期間(2017年4月1日から2017年9月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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1【要約四半期連結財務諸表】

(1)【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)
 

 
注記
番号

当第2四半期連結会計期間
(2017年9月30日)

 
前連結会計年度
(2017年3月31日)

資産     

非流動資産     

有形固定資産 8 603  422

のれん  14,847  14,154

無形資産  17,800  16,970

持分法で会計処理されている投資 7 4,529  605

繰延税金資産  4  4

その他の金融資産 7,9 1,275  －

その他の非流動資産 8 72  108

非流動資産合計  39,130  32,266

流動資産     

営業債権及びその他の債権 9 2,381  1,382

その他の流動資産 8 969  538

現金及び現金同等物 8,9 12,413  13,899

流動資産合計  15,763  15,821

資産合計  54,893  48,087

     

負債及び資本     

負債     

非流動負債     

繰延税金負債  3,496  3,301

企業結合による条件付対価 9 5,900  5,230

有利子負債 6,9 7,641  4,910

その他の金融負債 9 604  625

その他の非流動負債  16  175

非流動負債合計 8 17,657  14,243

流動負債     

営業債務及びその他の債務 9 2,017  1,547

繰延収益  －  4

未払法人所得税  1,065  1,378

有利子負債 6,9 2,994  1,990

その他の流動負債  66  77

流動負債合計 8 6,142  4,998

負債合計  23,799  19,241

資本     

資本金  26,133  26,004

資本剰余金  14,921  14,632

利益剰余金  △4,884  △4,386

その他の資本の構成要素  △5,080  △7,409

親会社の所有者に帰属する持分  31,090  28,841

非支配持分  4  4

資本合計  31,094  28,845

負債及び資本合計  54,893  48,087
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(2)【要約四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
 

 
注記
番号

当第2四半期連結累計期間
(自　2017年4月 1日
　至　2017年9月30日)

 
前第2四半期連結累計期間
(自　2016年4月 1日
　至　2016年9月30日)

     

売上収益 10 5,314  15,839

売上原価  －  －

売上総利益又は損失(△)  5,314  15,839

研究開発費  2,221  1,657

販売費及び一般管理費 11 2,078  2,069

その他の収益 8 438  110

その他の費用  9  0

営業利益又は損失(△)  1,444  12,223

金融収益 9 66  1,185

金融費用 9 1,810  162

持分法による投資損失  234  －

税引前四半期利益又は損失(△)  △534  13,245

法人所得税費用  △36  2,652

四半期利益又は損失(△)  △498  10,592

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の為替換算差額  2,329  △6,785

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 2,329  △6,785

その他の包括利益合計  2,329  △6,785

四半期包括利益合計  1,831  3,807

     

四半期利益又は損失(△)の帰属：     

親会社の所有者  △498  10,716

非支配持分  △0  △123

四半期利益又は損失(△)  △498  10,592

     

四半期包括利益の帰属：     

親会社の所有者  1,831  3,931

非支配持分  △0  △123

四半期包括利益  1,831  3,807

     

1株当たり四半期利益（円）     

基本的1株当たり四半期利益又は損失(△) 12 △29.38  634.86

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△) 12 △29.38  631.75
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【第2四半期連結会計期間】

(単位：百万円)
 

 
注記
番号

当第2四半期連結会計期間
(自　2017年7月 1日
　至　2017年9月30日)

 
前第2四半期連結会計期間
(自　2016年7月 1日
　至　2016年9月30日)

     

売上収益  2,529  756

売上原価  －  －

売上総利益又は損失(△)  2,529  756

研究開発費  1,120  726

販売費及び一般管理費  1,053  816

その他の収益 8 364  54

その他の費用  8  0

営業利益又は損失(△)  712  △732

金融収益  46  512

金融費用  1,527  49

持分法による投資損失  114  －

税引前四半期利益又は損失(△)  △883  △269

法人所得税費用  △46  235

四半期利益又は損失(△)  △837  △504

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の為替換算差額  1,187  △1,600

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 1,187  △1,600

その他の包括利益合計  1,187  △1,600

四半期包括利益合計  350  △2,104

     

四半期利益又は損失(△)の帰属：     

親会社の所有者  △837  △433

非支配持分  0  △70

四半期利益又は損失(△)  △837  △504

     

四半期包括利益の帰属：     

親会社の所有者  350  △2,033

非支配持分  0  △70

四半期包括利益  350  △2,104

     

1株当たり四半期利益（円）     

基本的1株当たり四半期利益又は損失(△) 12 △49.37  △25.65

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△) 12 △49.37  △25.65
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(3)【要約四半期連結持分変動計算書】

当第2四半期連結累計期間（自2017年4月1日　至2017年9月30日）

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

資本金

 
資本剰余金

 
利益剰余金

 
その他の

資本の構成要素 親会社の所有者に
帰属する持分合計

    
在外営業活動体の

為替換算差額
 

2017年4月1日時点の残高  26,004  14,632  △4,386  △7,409  28,841

四半期利益又は損失(△)  －  －  △498  －  △498

為替換算差額  －  －  －  2,329  2,329

四半期包括利益合計  －  －  △498  2,329  1,831

新株の発行  129  28  －  －  157

株式報酬費用  －  261  －  －  261

所有者との取引額合計  129  289  －  －  418

2017年9月30日時点の残高  26,133  14,921  △4,884  △5,080  31,090

 

 
注記
番号

非支配持分  資本合計

2017年4月1日時点の残高  4  28,845

四半期利益又は損失(△)  △0  △498

為替換算差額  －  2,329

四半期包括利益合計  △0  1,831

新株の発行  －  157

株式報酬費用  －  261

所有者との取引額合計  －  418

2017年9月30日時点の残高  4  31,094
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前第2四半期連結累計期間（自2016年4月1日　至2016年9月30日）

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

資本金

 
資本剰余金

 
利益剰余金

 
その他の

資本の構成要素 親会社の所有者に
帰属する持分合計

    
在外営業活動体の

為替換算差額
 

2016年4月1日時点の残高  25,955  14,263  △14,184  △2,891  23,142

四半期利益又は損失(△)  －  －  10,716  －  10,716

為替換算差額  －  －  －  △6,785  △6,785

四半期包括利益合計  －  －  10,716  △6,785  3,931

新株の発行  35  5  －  －  40

株式報酬費用  －  205  －  －  205

支配継続子会社に対する

持分変動
 －  1  －  －  1

所有者との取引額合計  35  212  －  －  248

2016年9月30日時点の残高  25,991  14,475  △3,467  △9,677  27,322

 

 
注記
番号

非支配持分  資本合計

2016年4月1日時点の残高  126  23,269

四半期利益又は損失(△)  △123  10,592

為替換算差額  －  △6,785

四半期包括利益合計  △123  3,807

新株の発行  －  40

株式報酬費用  －  205

支配継続子会社に対する

持分変動
 4  6

所有者との取引額合計  4  252

2016年9月30日時点の残高  6  27,329
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(4)【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
 

 
注記
番号

当第2四半期連結累計期間
(自　2017年4月 1日
至　2017年9月30日)

 
前第2四半期連結累計期間
(自　2016年4月 1日
至　2016年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益又は損失(△)  △534  13,245

減価償却費及び償却費  484  456

株式報酬費用  261  205

補助金収入  △109  △109

子会社株式売却益 8 △326  －

為替差損益  △215  △1,103

持分法による投資損失  234  －

支払利息  127  102

条件付対価に係る公正価値変動額  1,333  59

未収入金の増減額(△は増加)  △370  △455

営業債権の増減額(△は増加)  △901  △442

営業債務の増減額(△は減少)  412  462

その他  △166  96

小計  230  12,518

利息及び配当金の受取額  2  8

利息の支払額  △79  △69

補助金の受取額  107  97

法人所得税の還付額  －  3

法人所得税の支払額  △348  △2

営業活動によるキャッシュ・フロー  △88  12,557

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △203  △110

投資有価証券の取得による支出  △140  －

資産計上された開発費に関連する支出  △53  △112

関連会社株式の取得による支出 7 △3,973  －

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ

る収入
8 377  －

その他の金融資産の取得による支出 7 △1,083  －

その他  △2  △6

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,077  △229

財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期有利子負債の借入による収入 6 4,890  －

長期有利子負債の返済による支出 6 △1,250  △1,000

条件付対価の決済による支出  △550  △4,105

株式の発行による収入  156  40

その他  －  6

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,246  △5,058

現金及び現金同等物の為替変動による影響  433  △1,657

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △1,486  5,612

現金及び現金同等物の期首残高  13,899  10,068

現金及び現金同等物の四半期末残高 9 12,413  15,680
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【要約四半期連結財務諸表注記】

1. 報告企業

　そーせいグループ株式会社(以下「当社」)は日本国に所在する株式会社です。登記されている本社及び主要な

事務所の住所は当社のホームページ(URL http://www.sosei.com/)で開示しております。当社及びその子会社(以

下「当社グループ」)は医薬事業を行っております。

 

2. 作成の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)第1条の2の「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定

により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。なお要約四半期連結財務諸表は年次連結財

務諸表で要求されているすべての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用され

るべきものです。

　当社グループの本要約四半期連結財務諸表は、2017年11月9日に取締役会によって承認されております。

　要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品を除き、取得原価を基礎としております。

　要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を切り捨てて表

示しております。

 

3. 重要な会計方針

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に

係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一です。

なお、当第2四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

(会計方針の変更)

　当社グループが第1四半期連結会計期間より適用している基準は以下のとおりです。

IFRS 新設・改訂の概要

IAS第7号
キャッシュ・フロー

計算書
財務活動から生じる負債の変動に関する開示を追加

IAS第12号 法人税等 未実現損失に係る繰延税金資産の認識に関する要求事項を明確化

上記の基準について、当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はありません。

 

4. 重要な見積り及び判断の利用

　当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

報告額に影響を及ぼす見積り、判断及び仮定の設定を行っております。しかし、実際の結果はその性質上これら

の見積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された

会計期間及び将来の会計期間において影響を受けます。

　当社グループの要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として

前連結会計年度と同様です。

 

5．セグメント情報

当社グループは第1四半期連結会計期間より、管理体制の見直しによりセグメントの区分方法を変更し、従来

「国内医薬事業」と「海外医薬事業」の2区分であった事業セグメントを、「医薬事業」として集約し単一セグメ

ントとしております。単一セグメントとすることで、より一層、経営資源を集中して事業を行っていけるものと

考えております。これに伴い、第1四半期連結会計期間より、報告セグメント別の記載は省略しております。
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6．有利子負債

有利子負債の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
当第2四半期連結会計期間

（2017年9月30日）
前連結会計年度

（2017年3月31日）

＜非流動負債＞   

長期借入金 (注1)(注2) 7,603 4,910

リース債務 38 －

＜流動負債＞   

1年内返済長期借入金 (注1)(注2) 2,986 1,990

1年内返済リース債務 8 －

合計 10,635 6,900

 

(注1)当社は2015年9月28日、みずほ銀行をアレンジャー兼エージェントとしてシンジケートローン契約を締結

しております。

 

①借入金額

10,000百万円

 

②返済期限

　2015年12月末日より、3ヶ月ごとに500百万円を返済し、最終返済日は2020年9月末日を予定しております。

なお、契約書に定める一定の条件を満たした場合は期限前弁済を行うことができます。

 

③金利

TIBOR(東京銀行間取引金利)＋スプレッド

　なお、スプレッドは、年率1.50％になります。また当第2四半期連結会計期間末における加重平均利率につ

いては1.56％になります。

 

④借入期間中の主な借入人の義務

(a)2015年10月以降、毎月末日における指定口座の残高を1,000百万円以上に維持すること

(b)借入人の決算書及び財務制限条項等の遵守状況などの定期的な報告を行うこと

(c)貸付人及びエージェントの承諾がない限り、借入人は組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転、

事業・資産の全部又は重要な一部の第三者への譲渡及び第三者の事業・資産の全部又は重要な一部の譲受など

を行わないこと

(d)貸付人及びエージェントの承諾がない限り、借入人は担保提供を行わないこと

(e)次の財務制限条項を遵守すること

　(ア)2016年3月期決算期以降、各年度の決算期及び第2四半期の末日における連結財政状態計算書における純

資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持する。

　(イ)2016年3月期決算期以降、各年度の決算期における連結包括利益計算書に示される営業利益及び当期利

益のいずれかが、2期連続して損失とならないようにする。なお、最初の判定は2017年3月期及びその直前の期

の決算を対象として行われる。

(f)エージェント及び多数貸付人の承諾がない限り、借入人がHeptares社及びSosei R&D社に対して直接又は間

接に有する議決権の比率を100％(希薄化後)に維持すること
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(注2)当社は2017年5月18日、みずほ銀行をアレンジャー兼エージェントとして、新たにシンジケートローン契

約を締結しております。

 

①借入金額

5,000百万円

 

②返済期限

　2017年7月末日より、3ヶ月ごとに250百万円を返済し、最終返済日は2022年4月末日を予定しております。な

お、契約書に定める一定の条件を満たした場合は期限前弁済を行うことができます。

 

③金利

TIBOR(東京銀行間取引金利)+スプレッド

　なお、スプレッドは、年率1.50％になります。また当第2四半期連結会計期間末における加重平均利率につ

いては1.53％になります。

 

④借入期間中の主な借入人の義務

(a)2017年5月以降、毎月末日における指定口座の残高を500百万円以上に維持すること

(b)借入人の決算書及び財務制限条項等の遵守状況などの定期的な報告を行うこと

(c)貸付人及びエージェントの承諾がない限り、借入人は組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転、

事業・資産の全部又は重要な一部の第三者への譲渡及び第三者の事業・資産の全部又は重要な一部の譲受など

を行わないこと

(d)貸付人及びエージェントの承諾がない限り、借入人は担保提供を行わないこと

(e)次の財務制限条項を遵守すること

　(ア)2017年3月期決算期以降、各年度の決算期及び第2四半期の末日における連結財政状態計算書における純

資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持する。

　(イ)2017年3月期決算期以降、各年度の決算期における連結包括利益計算書に示される営業利益及び当期利

益のいずれかが、2期連続して損失とならないようにする。なお、最初の判定は2018年3月期及びその直前の期

の決算を対象として行われる。

(f)エージェント及び多数貸付人の承諾がない限り、借入人がHeptares社及びSosei R&D社に対して直接又は間

接に有する議決権の比率を100％(希薄化後)に維持すること
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7．関連会社株式の取得

当社は、2017年5月2日に連結子会社であるSosei R&D社を通じて、英国バイオ医薬品企業MiNA Therapeutics

Limitedの親会社であるMiNA (Holdings) Limited(以下(「MiNA社」)の発行済株式の25.6％とオプション権(残り

の全株式を1億4,000万英ポンドで追加取得する権利)を5,057百万円で取得しました。

これにより、MiNA社は当社の関連会社となりました。関連会社については持分法により会計処理しておりま

す。

また、取得対価5,057百万円のうち1,083百万円は、株式の優先取得権を含むオプション権に対する評価額であ

り、当該オプション権は金融資産として「その他の金融資産」に計上しております。

 

8．子会社株式の譲渡

(1)子会社株式譲渡の概要

当社は、2017年8月4日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社アクティバスファーマの全株式

を、医薬品原薬生産に強みを持つFormosa Laboratories, Inc.(台湾証券取引所：4746)の子会社Formosa

Pharmaceuticals, Inc.へ譲渡することを決議し、2017年8月10日に全議決権付株式1,957株を譲渡しました。

 

(2)受取対価、支配の喪失を伴う資産及び負債

(単位：百万円)

 
支配喪失日

(2017年8月10日)

受取対価(注)

支配の喪失を伴う資産及び負債

有形固定資産

その他の非流動資産

現金及び現金同等物

その他の流動資産

非流動負債

流動負債

390

 

△61

△2

△13

△6

2

16

子会社株式売却益 326

 

(3)子会社株式の譲渡に伴う現金及び現金同等物の変動

(単位：百万円)

 
支配喪失日

(2017年8月10日)

現金による受取対価

譲渡した子会社における現金及び現金同等物

390

△13

子会社の譲渡に伴う現金及び現金同等物の変動額 377
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9．金融商品

(1)公正価値の算定方法

金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。

 

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務)

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(その他の金融資産)

その他の金融資産には、株式優先取得権を含むオプション権及び非上場株式が含まれております。オプショ

ン権及び非上場株式は、公正価値の変動に応じて評価しております。オプション権及び非上場株式のレベルは

レベル3に該当し、公正価値変動額は「金融収益」に、その為替換算差額は「その他の包括利益」に計上してお

ります。

 

(企業結合による条件付対価)

条件付対価及び企業結合に係わる負債は、貨幣の時間価値を考慮して算定しております。なお、条件付対価

及び企業結合に係わる負債のレベルはレベル3に該当し、公正価値変動額は「金融費用」に計上しております。

 

(有利子負債)

有利子負債のうち、長期借入金については変動金利であり、市場金利を反映しているため、帳簿価額が公正

価値の合理的な近似値となっております。そのため、有利子負債はレベル2に分類されますが、公正価値は要約

四半期連結財政状態計算書における帳簿価額に近似しており、ヒエラルキー別の記載を省略しております。

 

(その他の金融負債)

その他の金融負債は、Sosei RMF1投資事業有限責任組合(以下「RMF1」)の金融負債であり、IAS第39号「金融

商品－認識及び測定」9(b)(ii)に基づき純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定しております。当

該金融負債は、RMF1の資産の公正価値の変動に応じて評価しております。なお、その他の金融負債のレベルは

レベル3に該当し、公正価値変動額は、出資金運用益として「金融収益」に計上しております。
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(2)公正価値ヒエラルキー

金融商品のレベル1からレベル3までの公正価値ヒエラルキーに基づく分類は以下のとおりです。

レベル1：同一の資産または負債について活発な市場における(未調整の)公表価格

レベル2：当該資産または負債について直接にまたは間接に観察可能なレベル1に含まれる公表価値以外のイン

プットを使用して算定された公正価値

レベル3：観察不能なインプットを含む評価技法によって算定された公正価値

 

①公正価値ヒエラルキーの各レベルごとに分類された経常的に公正価値で測定される金融資産および金融負

債の内訳

当第2四半期連結会計期間　(2017年9月30日)

(単位：百万円)

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産：     

　その他の金融資産 － － 1,275 1,275

合計 － － 1,275 1,275

     

金融負債：     

　企業結合による条件付対価 － － 5,900 5,900

　その他の金融負債 － － 604 604

合計 － － 6,504 6,504

 

前連結会計年度　(2017年3月31日)

(単位：百万円)

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融負債：     

　企業結合による条件付対価 － － 5,230 5,230

　その他の金融負債 － － 625 625

合計 － － 5,855 5,855
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②レベル3に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

当第2四半期連結累計期間　(自　2017年4月1日　至　2017年9月30日)

(単位：百万円)

 金融資産 金融負債

期首残高 － 5,855

オプション権の取得による増加 1,083 －

非上場株式の取得による増加 140 －

　損益 43 1,312

　その他の包括利益 9 －

利得及び損失合計 52 1,312

　期中決済額　(注) － △663

期末残高 1,275 6,504

(注)期中決済額のうち113百万円は、当第2四半期連結会計期間末において未払いであり、「営業債務及びその

他の債務」に計上されております。

 

前第2四半期連結累計期間　(自　2016年4月1日　至　2016年9月30日)

(単位：百万円)

 金融資産 金融負債

期首残高 － 10,000

　損益 － 59

利得及び損失合計 － 59

　期中決済額　(注) － △5,050

期末残高 － 5,009

(注)期中決済額のうち812百万円は、前第2四半期連結会計期間末において未払いであり、「営業債務及びその

他の債務」に計上されております。
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10．売上収益

売上収益の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)
 

 
当第2四半期連結累計期間
(自　2017年4月 1日
　至　2017年9月30日)

前第2四半期連結累計期間
(自　2016年4月 1日
　至　2016年9月30日)

マイルストン収入及び契約一時金 3,726 14,498

ロイヤリティ収入 1,276 1,176

その他 312 164

合計 5,314 15,839

 

11．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)
 

 
当第2四半期連結累計期間
(自　2017年4月 1日
　至　2017年9月30日)

前第2四半期連結累計期間
(自　2016年4月 1日
　至　2016年9月30日)

人件費 814 815

委託費 378 561

減価償却費等 445 405

その他 441 286

合計 2,078 2,069

 

12．1株当たり利益

(1)基本的1株当たり四半期利益又は損失(△)

基本的1株当たり四半期利益又は損失及びその算定上の基礎は以下のとおりです。

 
当第2四半期連結累計期間
(自　2017年4月 1日
　至　2017年9月30日)

前第2四半期連結累計期間
(自　2016年4月 1日
　至　2016年9月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失(△)

(百万円)
△498 10,716

発行済普通株式の加重平均株式数(株) 16,942,355 16,880,446

   

基本的1株当たり四半期利益又は損失(△)(円) △29.38 634.86

 
 

 
当第2四半期連結会計期間
(自　2017年7月 1日
　至　2017年9月30日)

前第2四半期連結会計期間
(自　2016年7月 1日
　至　2016年9月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失(△)

(百万円)
△837 △433

発行済普通株式の加重平均株式数(株) 16,964,761 16,894,414

   

基本的1株当たり四半期利益又は損失(△)(円) △49.37 △25.65
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(2)希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失及びその算定上の基礎は以下のとおりです。

なお、当第2四半期連結累計期間、当第2四半期連結会計期間及び前第2四半期連結会計期間においては、一部の

ストック・オプションの転換が1株当たり四半期損失を減少させるため、潜在株式は希薄化効果を有しておりませ

ん。

 
当第2四半期連結累計期間
(自　2017年4月 1日
　至　2017年9月30日)

前第2四半期連結累計期間
(自　2016年4月 1日
　至　2016年9月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失(△)

(百万円)
△498 10,716

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する四半期利益調整額(百万円)
－ －

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する四半期利益(百万円)
△498 10,716

   

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 16,942,355 16,880,446

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する普通株式増加数(株)
  

ストック・オプションによる増加(株) － 83,090

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する普通株式の加重平均株式数(株)
16,942,355 16,963,536

   

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)(円) △29.38 631.75

 

 
当第2四半期連結会計期間
(自　2017年7月 1日
　至　2017年9月30日)

前第2四半期連結会計期間
(自　2016年7月 1日
　至　2016年9月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失(△)

(百万円)
△837 △433

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する四半期利益調整額(百万円)
－ －

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する四半期利益(百万円)
△837 △433

   

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 16,964,761 16,894,414

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する普通株式増加数(株)
  

ストック・オプションによる増加(株) － －

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)の算定に使

用する普通株式の加重平均株式数(株)
16,964,761 16,894,414

   

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失(△)(円) △49.37 △25.65

 

2【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０１７年１１月９日

そーせいグループ株式会社

　取　締　役　会　　御中 

 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 桃木　秀一　　　印

 

 
指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 豊泉　匡範　　　印

 
 
 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

そーせいグループ株式会社の２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（２０１７年７月１日から２０１７年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０１７年４月１日から２０１

７年９月３０日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括

利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注

記について四半期レビューを行った。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第９３条の規定により国際会計基準

第３４号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第３４号「期中財務

報告」に準拠して、そーせいグループ株式会社及び連結子会社の２０１７年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終

了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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